
日本循環器協会における他団体との共催・後援のガイドライン 
日本循環器協会 2021 年 12 月 1 日策定 

 
日本循環器協会(以下「当法人」)が他団体(主として企業を想定)と共催の事業を開催する、および他団体が主催する事業の後
援(*)を実施する際には以下の項目を参照し、当該事業が当法人の活動趣旨に合致したものであることを確認することとする。 
なお、共同事業実施にあたっての実際の公募・審査の手順にあたっては循環器協会と企業が共同事業を行う際のフローを参照し、
担当ワーキンググループが当ガイドラインに基づいて公募・審査を実施することとする。 
 
1. 当法人の定款に定める目的に照らし、行事内容が医学・医療に関する科学技術及び疾患啓発と密接な関係があり、その

振興に積極的に寄与するもの。 
2. 当法人の業務と密接な関連があり、その行事が当法人の業務活動の一環としてみなせるもの。 
3. 当法人の業務と密接な関連があり、その行事が構成員にとって有意義とみなせるもの。 
4. その行事が営利を主たる目的とせず、かつ、特定の団体や少数者等の宣伝に利用されるおそれがないこと。 
5. 特定の薬剤や特定の限られた病態をことさらに強調するおそれがないこと。 
6. 特定の宗教的又は政治的色彩の強い行事等を含まないこと。 
7. その行事が、公益性があると認められるもの。 
8. 開催者と当法人から関与する構成員の間に利益相反上の問題が認められないもの。 
9. 行事等を開催するための計画が作成されており、かつ、行事等の運営方法が公正であること。 
10. 主催者が、行事等を開催するための事務組織を有するとともに、必要な資金を確保することができること。 
11. 行事等の実施にあたって、安全上及び公衆衛生上の適切な措置が講じられていること。 
12. 行事にあっては、事故防止、救護体制及び補償措置について適切な措置がなされていること。 
13. 後援名義等の使用を許可すべきでない特段の事情がないこと。 
 
＊後援の定義：第三者が開催主体になる行事について、当法人がその行事の趣旨に賛同し、応援する。応援の内容は、原則とし
て名義使用の承認に限る。 
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協会と他団体の事業を促進する一方で、特定の団体への偏りや利益誘導を避けるため、審査にあたっては特に以下の点を念頭に
置くことが望ましい。 
・本協会が実施する事業は、主催・共催を問わず、複数の専門家や領域横断的な専門家および患者さんやご家族を
直接・間接的にネットワーキングし、疾患啓発を含めた患者さんの医療福祉に貢献することを目的としたアウト
カムを創出することを目的とする。 

・上記の実現のため、原則複数の企業が一つのアウトカムを目指して連携し、協会の構成員と共に啓発活動ができ
るようなパッケージングのサポートを行う。 

・協会が主催する場合には、構想段階で広く賛助会員に声掛けをする(結果としてその場合は賛同企業が限られて
いても問題はない)。 

・あらかじめ特定の企業が作成したコンテンツに対して協会がお墨付きを与えるものは目的としない。 

・本但書きは、協会事業の運用を進めるにあたって新たに発見されたリスクに基づいて適宜更新を行うため、審査
にあたっては最新のものを参照する。 

・各都道府県支部において、地域における活動を行う際のガイドライン・審査などに関しては、『日本循環器協会
の各都道府県支部における他団体との事業実施における但書き事項』を参照すること。 
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・都道府県支部においては地域の実情に応じて独自のガイドラインを作成することも妨げない。この際、地域のガ
イドラインは日本循環器協会ホームページで公開し、協会の活動趣旨と行動憲章に合致していることを確認しな
がら審査を行う。 

・都道府県支部において自治体が主催/共催のイベントを開催する場合、日本循環器協会も「日本循環器協会」名義
で共催に加わることができる。この際、所定のフローに従い審査と採択を行う 

・都道府県支部において自治体が共催しない企業単独とのイベントについては、後援とする（共催不可）。 

 


